
市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,513 27,027 45,195 43,592 合計 45,194,900 円
需用費 17,612,100 円

財
　
源

特定財源 0 3,916 18,110 23,089 委託料 6,501,000 円
工事請負費 21,081,800 円

一般財源 18,513 23,111 27,085 20,503

職員人件費　② 10,616 9,591 10,353 10,528

総事業費（①＋②） 29,129 36,618 55,548 54,120

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 土地改良事業費補助金
前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業環境

基本

令

施策 農業
施策体系

施策

和

の内容 生産基盤の強化

６

と保全

目
　
　
　
的

　た

年

ん水被害を防止するた

度

め、農業用排水機

主
た

評

る
内
容

　農業用排水路

価

及び農業用排水機場の

）

浚渫工
場等の施設の適

刈

正な維持管理を行うこ

谷

とで、 事、補修工事及

市

び修繕を行う。
農業生

事

産性の向上及び安定を

務

図る。

位
置
づ
け

関連計

事

画  

根拠法令  

対象者

業

市民 事業期間 ～

実施方

評

法 □直営　■委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

４年度

名

実績 ５年度実績 ６年度

担

実績 ７年度計画

・農業

当

用排水路等浚渫工事 ・

部

農業用排水路等の浚渫

水

工事 ・農業用排水路等

資

の浚渫工事 ・農業用排

源

水路等の浚渫工事
　　

部

6箇所 　　3箇所 　　

一

4箇所 ・農業用排水路

般

の補修工事
・農業用排

会

水路の補修工事 ・農業

計

用排水路の補修工事 ・

農

農業用排水路の補修工

業

事 ・農業用排水機場の

用

改修・補
　　7箇所 　

施

　4箇所 　　5箇所 　

設

修工事
・農業用排水機

等

場の修繕 ・農業用排水

補

機場の修繕 ・農業用排

修

水機場の修繕 ・弁天排

事

水機場照明機器ＬＥ
　

業

　3箇所 　　5箇所 　

担

　7箇所 　Ｄ化工事
（

当

Ｒ5繰越分） （Ｒ6繰

課

越分）
・今川排水機場

雨

・西永井田地区
　　ポ

水

ンプ吸気弁他修繕 　　

対

排水路改修工事
　　

　

策

農業用排水機場及び農

課

業用排水路の浚渫を計

款

画的に実施したことや

項

、迅速に補修工事等を

目

実施したことにより、

担

本来の

成果
排水機能の

当

確保を図った。

　施設

係

の老朽化に伴い補修費

施

が増加するため、計画

設

的に工事を行う必要が

管

ある。

課題

指標名称（

理

単位）
実績値 目標値

４

係

年度 ５年度 ６年度 ７年

6

度 ９年度

活動 浸水対策

1

工事箇所数（箇所） ―

5

― 0 1
指標

 
指標

 
他



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　農業用排水機場

令

や農業用排水路の浚渫

和

と補修工事を行う
・法

７

的業務
高い

ことにより

年

、たん水被害を防止す

度

ることができるため、

（

市
必要性 ・市民ニーズ

令

、社会需要 民生活の安

和

全性が高まる事業であ

６

る。
・市民生活上必要

年

である　など

　県費補

度

助を活用して計画的に

評

農業用排水機場の補修

価

工事
・コストの節減、

）

費用対効果
普通

を行い

刈

、必要最小限の工事に

谷

より機能を確保するこ

市

とで、
効率性 ・執行体

事

制の効率性 コストの縮

務

減に努めている。
・手

事

段の最適性　など

　農

業

業用排水機場という施

評

設の特殊性を考えると

価

、市が主
・市が主体と

シ

なって実施する
高い

体

ー

となって実施するべき

ト

である。老朽化した排

（

水路等の改
妥当性 　べ

様

き事業であるか 修・修

式

繕を行い農業用施設の

２

保全を図る必要がある

）

。
・総合計画との整合

会

性　など

　総合計画と

計

の整合性から、農業用

名

施設を計画的に改修す

担

施策への ・施策への貢

当

献度
高い

ることにより

部

、効率的な農業経営に

水

寄与する事業である。

資

・目標達成度
貢献度 ・

源

市民サービスへの効果

部

　など

今後の方向性 □

一

拡充　■現状維持　□

般

改善・効率化　□縮小

会

　□終期設定　□休止

計

・廃止

・農業用排水機

農

場の点検結果を更新計

業

画に反映したのち耐用

用

年数を考慮して、ポン

施

プ等機器の取替及び施

設

設の更新を
図る必要が

等

ある。

補修事

Ｃ
 

業

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

担

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 施設管理係

6 1 5



管

50 0 合計 11,55

理

0,000 円
負担金

係

、補助及び

財
　
源

特定

6

財源 0 0 0 0 交付金 1

1

1,550,000 

5

円

一般財源 18,990 22,350 11,550 0

職員人件費　② 0 1,304 1,354 0

総事業費（①＋②） 18,990 23,654 12,904 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

産業環境

基本施策 農業

和

施策体系
施策の内容 生

６

産基盤の強化と保全

目

年

　
　
　
的

　農業用排水

度

機場等の改修を行い、

評

恒久的な

主
た
る
内
容

　

価

排水機場（前新田）を

）

常に安全かつ適正に
た

刈

ん水防止対策を図る。

谷

稼動できるよう改修を

市

行う。
〇事業主体　愛

事

知県
〇事業費負担割合

務

　国：50％、県：3

事

5％    
　　　　

業

　　　　　市：15％

評

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

価

市国土強靭化地域計画

シ

根拠法令 土地改良法

対

ー

象者 市民 事業期間 平成

ト

２７年度 ～ 令和６年度

（

実施方法 □直営　■委

様

託　□指定管理　□補

式

助・助成　■その他

１）

会計名 担当部 水

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

資

４年度実績 ５年度実績

源

６年度実績 ７年度計画

部

・前新田地区たん水防

一

除事業 ・前新田地区た

般

ん水防除事業 ・前新田

会

地区たん水防除事業 　

計

　負担金 　負担金 　負

県

担金 　
　　既設排水機

営

場取壊撤去 　　既設排

た

水機場取壊撤去 　　既

ん

設排水機場取壊撤去 　

水

　　設計委託 　　設計

防

委託 　　付替道路及び

除

水路整備 　
　　　――

事

―――――

　前新田地

業

区たん水防除事業が完

（

了した。

成果

課題

指標

前

名称（単位）
実績値 目

新

標値

４年度 ５年度 ６年

田

度 ７年度 ９年度

活動 事

地

業進捗率（％） 88.

区

6 98.3 100.0

）

― ―
指標
活動
指標

他市

担

との
比較検証

当課 雨水対策課

款

Ｃ
　
事

項

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

目

：千円
４年度 ５年度 ６

担

年度 ７年度 ６年度

（決

当

算） （決算） （決算）

係

（予算） 事業費内訳

事

施

業費　① 18,990

設

22,350 11,5



理係

6 1 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　老

令

朽化した施設を更新す

和

ることにより、浸水被

７

害を軽減
・法的業務

高

年

い
させることができる

度

ため、市民生活の安全

（

性が高まる。
必要性 ・

令

市民ニーズ、社会需要

和

・市民生活上必要であ

６

る　など

　補助制度を

年

活用し、市の負担軽減

度

を図り、事業進捗や経

評

・コストの節減、費用

価

対効果
高い

済性が高く

）

効率的な事業である。

刈

効率性 ・執行体制の効

谷

率性
・手段の最適性　

市

など

　県営事業である

事

が、土地改良事業であ

務

ることから、合意
・市

事

が主体となって実施す

業

る
高い

のもと進める必

評

要があり、市が主体と

価

なって調整を行い、
妥

シ

当性 　べき事業である

ー

か 事業の進捗を図る必

ト

要がある。
・総合計画

（

との整合性　など

　早

様

期に整備を行うことに

式

より、市民サービスの

２

向上に大

施策への ・施

）

策への貢献度
高い

きく

会

貢献できる。
・目標達

計

成度
貢献度 ・市民サー

名

ビスへの効果　など

今

担

後の方向性 □拡充　□

当

現状維持　□改善・効

部

率化　□縮小　□終期

水

設定　□休止・廃止

資源部

一

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

般

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

会

　
評
　
価
　
∨

計
県営たん水防除事業（前新田地区）

担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 施設管



管

担金、補助及び

財
　
源

理

特定財源 0 0 0 0 交付

係

金 2,599,883

6

 円

一般財源 5,20

1

0 1,187 2,60

5

0 16,250

職員人件費　② 1,280 1,304 1,354 1,377

総事業費（①＋②） 6,480 2,491 3,954 17,627

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

令

産業環境

基本施策 農業

和

施策体系
施策の内容 生

６

産基盤の強化と保全

目

年

　
　
　
的

　農業用排水

度

機場等の改修を行い、

評

恒久的な

主
た
る
内
容

　

価

井ケ谷排水機場を常に

）

安全かつ適正に稼働
た

刈

ん水防止対策を図る。

谷

できるよう改修を行う

市

。
〇事業主体　愛知県

事

〇事業費負担割合　国

務

：50％、県：37％

事

　　　　　　　　　市

業

：13％

位
置
づ
け

関連

評

計画 刈谷市国土強靭化

価

地域計画、境川・猿渡

シ

川流域水害対策計画、

ー

境川水系流域治水プロ

ト

ジェクト

根拠法令 土地

（

改良法

対象者 市民 事業

様

期間 令和３年度 ～ 令和

式

１１年度

実施方法 □直

１

営　■委託　□指定管

）

理　□補助・助成　■

会

その他

計名 担当部 水資源

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

４年度実績 ５

一

年度実績 ６年度実績 ７

般

年度計画

・事業負担金

会

・事業負担金 ・事業負

計

担金 ・事業負担金
　　

県

全体実施設計 　　全体

営

実施設計 　　全体実施

た

設計 　　全体実施設計

ん

　　用地買収

　令和7

水

年度以降の用地買収及

防

び工事着手に向け、排

除

水機場の詳細設計を進

事

めた。

成果

課題

指標名

業

称（単位）
実績値 目標

（

値

４年度 ５年度 ６年度

井

７年度 ９年度

活動 事業

ケ

進捗率（％） 2.1 2

谷

.6 5.3 11.6 5

地

2.5
指標
活動
指標

他

区

市との
比較検証

）
担当課 雨水対策

Ｃ
　

課

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

款

位：千円
４年度 ５年度

項

６年度 ７年度 ６年度

（

目

決算） （決算） （決算

担

） （予算） 事業費内訳

当

事業費　① 5,200

係

1,187 2,600

施

16,250 合計 2,

設

599,883 円
負



理係

6 1 5

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　老

令

朽化した施設を更新す

和

ることにより、たん水

７

被害を防
・法的業務

高

年

い
止することができる

度

ため、市民生活の安全

（

性が高まる事業
必要性

令

・市民ニーズ、社会需

和

要 である。
・市民生活

６

上必要である　など

　

年

国庫補助を活用した県

度

営事業であり、市の負

評

担軽減が図
・コストの

価

節減、費用対効果
高い

）

れるため、事業進捗や

刈

経済性が高く効率的な

谷

事業である。
効率性 ・

市

執行体制の効率性
・手

事

段の最適性　など

　県

務

営事業であるが、土地

事

改良事業であることか

業

ら、合意
・市が主体と

評

なって実施する
高い

の

価

もと進める必要があり

シ

、市が主体となって調

ー

整を行い、
妥当性 　べ

ト

き事業であるか 事業の

（

進捗を図る必要がある

様

。
・総合計画との整合

式

性　など

　早期に整備

２

を行うことにより、市

）

民サービスの向上に大

会

施策への ・施策への貢

計

献度
高い

きく貢献でき

名

る。
・目標達成度

貢献

担

度 ・市民サービスへの

当

効果　など

今後の方向

部

性 □拡充　■現状維持

水

　□改善・効率化　□

資

縮小　□終期設定　□

源

休止・廃止

・事業効果

部

を高めるため、早期完

一

了に向け関係機関と協

般

議を行う必要がある。

会計
県営

Ｃ
 
　
Ｈ
 

た

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

ん

∧
　
評
　
価
　
∨

水防除事業（井ケ谷地区）
担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 施設管



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 490 7,012 18,281 19,083 合計 18,281,300 円
委託料 5,412,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 11,846 17,188 工事請負費 12,869,300 円

一般財源 490 7,012 6,435 1,895

職員人件費　② 1,559 898 1,672 1,863

総事業費（①＋②） 2,049 7,910 19,953 20,946

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

都市基盤

基本施策 治水

令

・水辺環境
施策体系

施

和

策の内容 雨水対策（内

６

水対策）

目
　
　
　
的

　

年

既存施設の利活用によ

度

る雨水貯留浸透施設

主

評

た
る
内
容

　雨水対策マ

価

スタープラン(平成2

）

7年度策定)
の整備を

刈

促進し、河川への流出

谷

量及び浸水被 に基づく

市

流出抑制施設の整備を

事

行う。
害の軽減を図る

務

。 〇貯留浸透施設整備

事

　・ため池貯留
　・田

業

面貯留

位
置
づ
け

関連計

評

画 刈谷市雨水対策マス

価

タープラン、境川・猿

シ

渡川流域水害対策計画

ー

根拠法令 河川法、特定

ト

都市河川浸水被害対策

（

法 

対象者 市民 事業期

様

間 平成２８年度 ～ 令和

式

２７年度

実施方法 □直

１

営　■委託　□指定管

）

理　□補助・助成　□

会

その他

計名 担当部 水資源

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

４年度実績 ５

一

年度実績 ６年度実績 ７

般

年度計画

・水田貯留施

会

設整備工事　 ・水田貯

計

留施設整備工事　 ・水

雨

田貯留施設整備工事　

水

・水田貯留施設整備工

貯

事　
  　8箇所   

留

　5箇所   　9箇所

浸

  　20箇所
（Ｒ5

透

繰越分） （Ｒ6繰越分

事

）
・西池改修工事（調

業

整桝改 ・雨水調整池調

担

査測量設計業
　修） 　

当

務委託（沼田池）

　水

課

田を活用した貯留施設

雨

を整備したことにより

水

、下流の河川等への雨

対

水流出量の抑制を図る

策

ことができた。

成果

課

課

題

指標名称（単位）
実

款

績値 目標値

４年度 ５年

項

度 ６年度 ７年度 ９年度

目

活動 総合治水対策量の

担

内、既存施設の利活用

当

分6.72万㎥ 0.6

係

1.0 8.1 9.6 2

計

3.0
指標 の進捗率（

画

％）
 

指標

他市との
比

係

較検証

8 3 2



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　特定都市河川浸水被害対

令

策法に定められた流域

和

水害対策
・法的業務

高

７

い
計画や市の雨水対策

年

マスタープランに基づ

度

く事業であり、
必要性

（

・市民ニーズ、社会需

令

要 水害リスクの低減を

和

図ることで、市民の安

６

心安全が高まる
・市民

年

生活上必要である　な

度

ど ため、必要性が高い

評

事業である。

　既存の

価

水田やため池等を活用

）

し雨水を貯留するため

刈

、安
・コストの節減、

谷

費用対効果
普通

価で効

市

果的に進めることがで

事

きる。
効率性 ・執行体

務

制の効率性 　一方で、

事

実施にあたり農業関係

業

者等との綿密な協議・

評

調
・手段の最適性　な

価

ど 整に時間を要する事

シ

業である。

　流域の最

ー

下流に位置する刈谷市

ト

の地形特性から、市が

（

積
・市が主体となって

様

実施する
高い

極的に事

式

業を推進することで、

２

市民の安心安全と財産

）

を守
妥当性 　べき事業

会

であるか ることができ

計

るため、妥当性の高い

名

事業である。
・総合計

担

画との整合性　など

　

当

近年、局地的な集中豪

部

雨が頻発しており、各

水

種対策を進

施策への ・

資

施策への貢献度
高い

め

源

ることにより、床上浸

部

水などの水害の危険性

一

が少なくな
・目標達成

般

度 り、市民生活の安心

会

安全を高めることがで

計

きる。
貢献度 ・市民サ

雨

ービスへの効果　など

水

今後の方向性 □拡充　

貯

■現状維持　□改善・

留

効率化　□縮小　□終

浸

期設定　□休止・廃止

透

　農業関係者や土地所

事

有者等と協議しながら

業

事業進捗を図る。

担当課 雨

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

水

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

対

評
　
価
　
∨

策課

款 項 目 担当係 計画係

8 3 2



度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 124,793 58,076 66,919 60,000 合計 66,918,500 円
工事請負費 66,918,500 円

財
　
源

特定財源 39,500 15,000 17,000 20,000

一般財源 85,293 43,076 49,919 40,000

職員人件費　② 2,823 3,184 3,424 3,401

総事業費（①＋②） 127,616 61,260 70,343 63,401

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 準用河川改修事業費補助金（
県）

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市基盤

基本施

令

策 治水・水辺環境
施策

和

体系
施策の内容 河川施

６

設等の改修

目
　
　
　
的

年

　流域内の宅地化が進

度

み雨水流出量が増加し

評

主
た
る
内
容

〇準用河川

価

草野川の改修
たため、

）

河川改修を行い浸水被

刈

害の解消を図 　・改修

谷

延長　  505ｍ
る

市

とともに、魚類・昆虫

事

類等の自然とのふれ 　

務

・調整池整備　2箇所

事

あいを可能とする河川

業

空間を創造する。 　

位

評

置
づ
け

関連計画 刈谷市

価

雨水対策マスタープラ

シ

ン・境川猿渡川流域水

ー

害対策計画

根拠法令 河

ト

川法・特定都市河川浸

（

水被害対策法

対象者 市

様

民 事業期間 平成６年度

式

～ 令和１４年度

実施方

１

法 □直営　■委託　□

）

指定管理　□補助・助

会

成　□その他

計名 担当部 水資源

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

４年度

一

実績 ５年度実績 ６年度

般

実績 ７年度計画

・調整

会

池Ａ遮水矢板設置　 ・

計

調整池Ａ護岸工事 ・調

準

整池Ａ護岸工事　 ・調

用

整池Ａ護岸工事　
　　

河

258ｍ 　（草野池側

川

）　86ｍ 　（草野池

草

側）　120ｍ 　（調

野

整池Ａ側）　179ｍ

川

・調整池Ｂ基本設計

　

改

計画の通り進めた。

成

修

果

　調整池Ｂ整備に向

事

けた関係機関との調整

業

が必要である。

課題

指

担

標名称（単位）
実績値

当

目標値

４年度 ５年度 ６

課

年度 ７年度 ９年度

活動

雨

河川改修率（％） 91

水

.1 91.1 91.1

対

91.1 91.1
指標

策

活動 調整池Ａ整備率（

課

％） 39.5 48.5

款

57.4 67.9 89

項

.8
指標

他市との
比較

目

検証

担当係 工務係

8 3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

2

　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　浸水被害解消のた

令

め、河川改修を実施す

和

る必要がある。
・法的

７

業務
高い必要性 ・市民

年

ニーズ、社会需要
・市

度

民生活上必要である　

（

など

　経済性を考慮し

令

限られた用地で、河川

和

の流下能力と洪水
・コ

６

ストの節減、費用対効

年

果
普通

調整機能の向上

度

に努めている。
効率性

評

・執行体制の効率性
・

価

手段の最適性　など

　

）

準用河川草野川の管理

刈

者は市であることから

谷

、市で実施
・市が主体

市

となって実施する
高い

事

することが妥当である

務

。
妥当性 　べき事業で

事

あるか
・総合計画との

業

整合性　など

　浸水被

評

害の解消を図ることに

価

より、市民の安心安全

シ

に貢

施策への ・施策へ

ー

の貢献度
高い

献してい

ト

る。
・目標達成度

貢献

（

度 ・市民サービスへの

様

効果　など

今後の方向

式

性 □拡充　■現状維持

２

　□改善・効率化　□

）

縮小　□終期設定　□

会

休止・廃止

　早期完了

計

に向け、関係機関と協

名

議しながら事業進捗を

担

図る。

当部 水

Ｃ
 

資

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

源

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

部

一般会計
準用河川草野川改修事業

担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

8 3 2



業費（①＋②） 111,264 33,495 6,920 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金
前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

７

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

都市基盤

基本施策 治水

令

・水辺環境
施策体系

施

和

策の内容 雨水対策（内

６

水対策）

目
　
　
　
的

　

年

北部地区の基幹水防倉

度

庫、ため池用水防倉

主

評

た
る
内
容

　水防倉庫の

価

整備を行う。
庫の整備

）

及び昭和55年以前の

刈

旧建築基準で建
てられ

谷

た水防倉庫の建替を行

市

い、水防力の向
上を図

事

る。

位
置
づ
け

関連計画

務

根拠法令

対象者 市民 事

事

業期間 令和元年度 ～ 令

業

和８年度

実施方法 □直

評

営　■委託　□指定管

価

理　□補助・助成　□

シ

その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業

計

　
実
　
績

４年度実績 ５

名

年度実績 ６年度実績 ７

担

年度計画

・基幹水防倉

当

庫新設　2箇所 （Ｒ4

部

繰越分） （Ｒ5繰越分

水

） 　
・資器材購入　 ・

資

水防倉庫建替　2箇所

源

・資器材購入　 　
・資

部

器材購入　 　
　
　　　

一

―――――――

　資器

般

材を購入したことで水

会

防力の向上を図った。

計

成果

課題

指標名称（単

水

位）
実績値 目標値

４年

防

度 ５年度 ６年度 ７年度

倉

９年度

活動 水防倉庫整

庫

備累計箇所数（箇所）

整

3 5 5 ― 6
指標

指標

他

備

市との
比較検証

事業
担当課 雨水対

Ｃ
　

策

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

課

位：千円
４年度 ５年度

款

６年度 ７年度 ６年度

（

項

決算） （決算） （決算

目

） （予算） 事業費内訳

担

事業費　① 107,5

当

75 31,807 5,

係

088 0 合計 5,08

工

7,907 円
需用費

務

3,954,907 

係

円

財
　
源

特定財源 21

9

,000 31,807

1

5,088 0 備品購入

3

費 1,133,000 円

一般財源 86,575 0 0 0

職員人件費　② 3,689 1,688 1,832 0

総事



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　基幹水防倉庫を北部及び

令

中部に整備し、水防力

和

の向上を
・法的業務

高

７

い
図る。また昭和55

年

年以前の旧建築基準で

度

建てられた水防倉
必要

（

性 ・市民ニーズ、社会

令

需要 庫の改築を行い、

和

機能を維持する必要が

６

ある。
・市民生活上必

年

要である　など

　各地

度

区に基幹水防倉庫を整

評

備することで、水害が

価

発生し
・コストの節減

）

、費用対効果
普通

た場

刈

合、効率よく対応でき

谷

る。
効率性 ・執行体制

市

の効率性
・手段の最適

事

性　など

　水害発生時

務

は市が主体となって対

事

応することから、市で

業

・市が主体となって実

評

施する
高い

実施するこ

価

とが妥当である。
妥当

シ

性 　べき事業であるか

ー

・総合計画との整合性

ト

　など

　水害の予防、

（

減災を図ることにより

様

、市民の安心安全に

施

式

策への ・施策への貢献

２

度
高い

貢献している。

）

・目標達成度
貢献度 ・

会

市民サービスへの効果

計

　など

今後の方向性 □

名

拡充　■現状維持　□

担

改善・効率化　□縮小

当

　□終期設定　□休止

部

・廃止

　関係機関と調

水

整しながら事業進捗を

資

図る。

源部

一

Ｃ
 

般

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

会

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

計
水防倉庫整備事業

担当課 雨水対策課

款 項 目 担当係 工務係

9 1 3



（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 38,548 40,622 38,757 43,804 合計 38,757,418 円
需用費 14,933,710 円

財
　
源

特定財源 2 17,128 17,958 17,138 役務費 11,784,268 円
委託料 11,976,080 円

一般財源 38,546 23,494 20,799 26,666 使用料及び賃借料 2,860 円
原材料費 60,500 円

職員人件費　② 7,228 6,292 5,575 5,831

総事業費（①＋②） 45,776 46,914 44,332 49,635

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
農業用排水機維持管理費補助

８年度以降の事業費見込 0 金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 産業環境

基本

令

施策 農業
施策体系

施策

和

の内容 生産基盤の強化

６

と保全

目
　
　
　
的

　た

年

ん水被害を防止するた

度

め、農業用排水機

主
た

評

る
内
容

　農業用排水機

価

場などの施設を常に安

）

全かつ
場などの施設の

刈

維持管理を図り、農業

谷

生産性 適正に稼動・運

市

用できるように保守管

事

理業務
の向上及び安定

務

を図る。 などを行う。

事

位
置
づ
け

関連計画  

根

業

拠法令  

対象者 市民 事

評

業期間 ～

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

４年度実績 ５

担

年度実績 ６年度実績 ７

当

年度計画

・排水機場等

部

の保守点検 ・排水機場

水

等の保守点検 ・排水機

資

場等の保守点検 ・排水

源

機場等の保守点検
・排

部

水機場の清掃委託 ・排

一

水機場の清掃委託 ・排

般

水機場の清掃委託 ・排

会

水機場の清掃委託
　（

計

塵芥処理） 　（塵芥処

農

理） 　（塵芥処理） 　

業

（塵芥処理）
・電気保

用

安業務委託 ・電気保安

施

業務委託 ・電気保安業

設

務委託 ・電気保安業務

等

委託
・排水路除草委託

管

・排水路除草委託 ・排

理

水路除草委託 ・排水路

事

除草委託

　計画的に保

業

守点検等を実施したこ

担

とで、施設及び機械設

当

備の円滑な維持管理が

課

図れた。

成果

　排水路

雨

等の草刈り及び清掃の

水

要望が増加し、迅速な

対

対応が困難になってい

策

る。

課題

指標名称（単

課

位）
実績値 目標値

４年

款

度 ５年度 ６年度 ７年度

項

９年度

 
指標

 
指標

 

目

他市との
比較検証

担当係 施設管理係

Ｃ

6

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

1

単位：千円
４年度 ５年

5

度 ６年度 ７年度 ６年度



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 50,804 34,815 226,315 51,237 合計 226,315,376 円
委託料 4,180,000 円

財
　
源

特定財源 0 19,800 192,886 29,000 工事請負費 202,416,500 円
負担金、補助及び

一般財源 50,804 15,015 33,429 22,237 交付金 19,718,876 円

職員人件費　② 2,861 4,450 4,619 3,482

総事業費（①＋②） 53,665 39,265 230,934 54,719

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 土地改良施設維持管理適正化
事業費交付金

８年度以降の事業費見込 0 前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 産業環境

基本施

令

策 農業
施策体系

施策の

和

内容 生産基盤の強化と

６

保全

目
　
　
　
的

　農業

年

用排水機場を改修し、

度

その機能保持と

主
た
る

評

内
容

　土地改良施設維

価

持管理適正化事業の助

）

成制
性能の向上及び耐

刈

用年数を確保すること

谷

によ 度を活用して、農

市

業用排水機場等の実施

事

設計
り、たん水被害の

務

防止を図る。 及び排水

事

ポンプ設備などの分解

業

整備や改修等
を行う。

評

位
置
づ
け

関連計画

根拠

価

法令

対象者 市民 事業期

シ

間 ～

実施方法 □直営　

ー

■委託　□指定管理　

ト

□補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

４年度実績 ５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

水

計画

・中川樋門の実施

資

設計 ・適正化事業拠出

源

金（負担　 ・弁天排水

部

機場の除塵機整備 ・今

一

川排水機場の電源盤更

般

新
・中川排水路の浚渫

会

　金） ・泉田排水機場

計

の除塵機整備 ・泉田排

農

水機場の電源盤更新
・

業

小山排水機場の実施設

用

計及 （Ｒ4繰越分） ほ

施

か ・適正化事業拠出金

設

（負担　
　び樋門の更

整

新 ・中川樋門　ゲート

備

更新　 ・適正化事業拠

事

出金（負担　 　金）
・

業

適正化事業拠出金（負

担

担　 　金）
　金） （Ｒ

当

5繰越分）
・小山排水

課

機場　ポンプ整備
　

　

雨

排水機場の除塵機の更

水

新を行い、本来の排水

対

機能の確保を図った。

策

成果

　施設の老朽化に

課

伴い整備費が増加する

款

ため、工事費の平準化

項

を図る必要がある。

課

目

題

指標名称（単位）
実

担

績値 目標値

４年度 ５年

当

度 ６年度 ７年度 ９年度

係

活動 改修ポンプ数（基

施

） 1 0 1 0 2
指標
活動

設

改修排水機場数（箇所

管

） 2 0 3 2 3
指標

　近

理

隣市と同等の経過年数

係

15年を目処に実施し

6

ている。
他市との
比較

1

検証

5



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 76,336 88,206 90,935 99,720 合計 90,935,098 円
報償費 1,171,418 円

財
　
源

特定財源 2,633 5,424 5,083 4,833 需用費 17,647,659 円
役務費 22,838,859 円

一般財源 73,703 82,782 85,852 94,887 委託料 48,843,982 円
使用料及び賃借料 29,700 円

職員人件費　② 7,680 6,215 5,973 5,831 原材料費 99,880 円
備品購入費 303,600 円

総事業費（①＋②） 84,016 94,421 96,908 105,551

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
市町村権限移譲交付金

８年度以降の事業費見込 0 排水機場維持管理受託収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市基盤

基本施

令

策 治水・水辺環境
施策

和

体系
施策の内容 河川施

６

設等の改修

目
　
　
　
的

年

　浸水被害を防止する

度

ため、排水機場などの

評

主
た
る
内
容

　排水機場

価

などの河川施設を安全

）

かつ適正に
河川施設の

刈

適正な維持管理を図り

谷

、市民生活 稼動・運用

市

できるように保守管理

事

業務などを
の向上及び

務

安定を図る。 行う。

位

事

置
づ
け

関連計画  

根拠

業

法令  

対象者 市民 事業

評

期間 ～

実施方法 ■直営

価

　■委託　□指定管理

シ

　□補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

４年度実績 ５年

担

度実績 ６年度実績 ７年

当

度計画

・河川施設の保

部

守点検等 ・河川施設の

水

保守点検等 ・河川施設

資

の保守点検等 ・河川施

源

設の保守点検等
・排水

部

機場の清掃委託 ・排水

一

機場の清掃委託 ・排水

般

機場の清掃委託 ・排水

会

機場の清掃委託
　（塵

計

芥処理） 　（塵芥処理

河

） 　（塵芥処理） 　（

川

塵芥処理）
・電気保安

施

業務委託 ・電気保安業

設

務委託 ・電気保安業務

等

委託 ・電気保安業務委

管

託
・河川施設の除草委

理

託 ・河川施設の除草委

事

託 ・河川施設の除草委

業

託 ・河川施設の除草委

担

託
・排水ポンプ車の運

当

用委託 ・排水ポンプ車

課

の運用委託 ・排水ポン

雨

プ車の運用委託 ・排水

水

ポンプ車の運用委託

　

対

計画的に保守点検等を

策

実施したことで、施設

課

及び機械設備の円滑な

款

維持管理が図れた。

成

項

果

　新池及び西池の維

目

持管理方法について検

担

討する必要がある。

課

当

題

指標名称（単位）
実

係

績値 目標値

４年度 ５年

施

度 ６年度 ７年度 ９年度

設

 
指標

 
指標

 
他市と

管

の
比較検証

理係

8 3 1



 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 69,747 71,475 115,856 48,400 合計 115,855,718 円
需用費 9,793,300 円

財
　
源

特定財源 6,297 38,095 83,004 42,293 委託料 22,220,418 円
工事請負費 83,842,000 円

一般財源 63,450 33,380 32,852 6,107

職員人件費　② 9,110 9,975 11,547 10,123

総事業費（①＋②） 78,857 81,450 127,403 58,523

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 河川占用料
市町村振興協会基本交付金

８年度以降の事業費見込 0 準用河川改修工事負担金
前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市基盤

基本施

令

策 治水・水辺環境
施策

和

体系
施策の内容 河川施

６

設等の改修

目
　
　
　
的

年

　排水機場と排水路の

度

排水能力の保持及び衛

評

主
た
る
内
容

　準用河川

価

や排水路、排水機場の

）

浚渫と、準
生面の向上

刈

を図り、浸水被害の防

谷

止や、市民 用河川や排

市

水路の緊急修繕、排水

事

機場や樋門
生活の安全

務

性を確保する。 など

事

の補修工事を行う。

位

業

置
づ
け

関連計画  

根拠

評

法令  

対象者 市民 事業

価

期間 ～

実施方法 □直営

シ

　■委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

４年度実績 ５年

当

度実績 ６年度実績 ７年

部

度計画

・準用河川等浚

水

渫工事 14箇所・準

資

用河川等浚渫工事 1

源

4箇所・準用河川等浚

部

渫工事 17箇所・準

一

用河川等浚渫工事
・準

般

用河川等改修工事  

会

3箇所・準用河川等改

計

修工事　4箇所・準用

河

河川等補修工事 17

川

箇所・準用河川等改修

施

工事
・準用河川等補修

設

工事 22箇所・準用

等

河川等補修工事 16

補

箇所・排水機場の修繕

修

 6箇所 ・準用河川等

事

補修工事
・排水機場の

業

修繕　　　4箇所・排

担

水機場の修繕　　　8

当

箇所・準用河川小山川

課

、法信川の ・排水機場

雨

の修繕
測量設計業務委

水

託 ・浜田第二排水機場

対

照明機器
（Ｒ5繰越分

策

） 　ＬＥＤ化工事
・準

課

用河川法信川改修工事

款

　河川施設（準用河川

項

、排水路、排水機場）

目

の浚渫工事を計画的に

担

実施したことや、迅速

当

に河川施設の補修工事

係

等を実施

成果
したこと

施

により、本来の排水機

設

能の確保を図った。

　

管

施設の老朽化に伴い補

理

修費が増加するため、

係

工事費の平準化を図る

8

必要がある。

課題

指標

3

名称（単位）
実績値 目

1

標値

４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ９年度

 
指標



3

2 17 20
指標

 
指標

2

・雨水貯留浸透施設の補助金額は、補助率と上限額を比較して、低い額を支給している。
他市との 市　名　　　　　　　　　　　　碧南市　　　安城市　　　知立市　　　高浜市　　　刈谷市
比較検証 補助率（設置費用を対象）　　　1／2　　　　1／2　　　　2／3　　　　1／2　　　　2／3

補助額（200Ｌタンク）　　　　　25,000円　　25,000円　　25,000円　　22,000円　　25,000円　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 356 165 257 700 合計 257,400 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 20 89 150 交付金 257,400 円

一般財源 356 145 168 550

職員人件費　② 2,296 898 1,633 1,620

総事業費（①＋②） 2,652 1,063 1,890 2,320

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 社会資本整備総合交付金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 都市基盤

令

基本施策 治水・水辺環

和

境
施策体系

施策の内容

６

雨水対策（内水対策）

年

目
　
　
　
的

　雨水貯留

度

浸透施設の設置者に対

評

し、補助金

主
た
る
内
容

価

　定められた額と設置

）

費用の2/3のいずれ

刈

か低
を交付することに

谷

より、設置件数を増加

市

させ い額を補助する。

事

補助金の上限は、一団

務

の土
ることで、雨水流

事

出の抑制を図る。 地に

業

つき20万円まで。
〇

評

補助対象施設
　雨水貯

価

留施設
　（2基まで1

シ

基当たり上限25千円

ー

）
　雨水浸透ます
　雨

ト

水浸透管
　雨水浸透側

（

溝
　透水性舗装

位
置
づ

様

け

関連計画 刈谷市雨水

式

対策マスタープラン

根

１

拠法令 刈谷市雨水貯留

）

浸透施設設置事業補助

会

金交付要綱

対象者 市民

計

、事業者 事業期間 平成

名

１６年度 ～

実施方法 □

担

直営　□委託　□指定

当

管理　■補助・助成　

部

□その他

水資源部

一般会計

Ｂ
　
事
　

雨

業
　
実
　
績

４年度実績

水

５年度実績 ６年度実績

貯

７年度計画

・設置件数

留

　16件 ・設置件数　

浸

6件 ・設置件数　12

透

件 ・設置件数　17件

施

　　雨水貯留施設　1

設

6件 　　雨水貯留施設

設

　5件 　　雨水貯留施

置

設 14件
・補助金額

補

　356,300円 　

助

　浸透桝　　　　1件

事

・補助金額　257,

業

400円
・補助金額　

担

165,000円

・新

当

たに14件の雨水貯留

課

施設が設置されたこと

雨

により、雨水流出抑制

水

効果が得られた。

成果

対

・ホームページ、市民

策

だより、出前講座等に

課

よる雨水貯留施設設置

款

の啓発活動と合わせて

項

、より多くの方々が利

目

用しやす

くなるような

担

補助制度の検討を行う

当

必要がある。
課題

指標

係

名称（単位）
実績値 目

計

標値

４年度 ５年度 ６年

画

度 ７年度 ９年度

活動 雨

係

水貯留浸透施設の年間

8

設置数（件） 16 6 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ６年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 136,176 69,130 82,970 94,784 合計 82,970,000 円
工事請負費 82,970,000 円

財
　
源

特定財源 80,536 63,550 82,970 70,000

一般財源 55,640 5,580 0 24,784

職員人件費　② 3,990 5,371 5,176 3,482

総事業費（①＋②） 140,166 74,501 88,146 98,266

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

７

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市基盤

基本施策

令

治水・水辺環境
施策体

和

系
施策の内容 河川施設

６

等の改修

目
　
　
　
的

　

年

排水機場の機械設備等

度

を改修し、常に安定

主

評

た
る
内
容

　排水機場の

価

機器の更新やポンプの

）

分解整備
した排水能力

刈

を保持するとともに、

谷

長寿命化 等を行う。
を

市

図り、浸水被害を防止

事

する。 　

位
置
づ
け

関連

務

計画  

根拠法令  

対象

事

者 市民 事業期間 ～

実施

業

方法 □直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

４年

計

度実績 ５年度実績 ６年

名

度実績 ７年度計画

・集

担

中監視システム回線更

当

新 （Ｒ4繰越分） （Ｒ

部

5繰越分） ・弁天第2

水

排水機場
・高須三橋排

資

水機 ・高松排水機場　

源

・高須排水機場　 　　

部

コンベアゴム更新
　　

一

水中ポンプ更新ほか  

般

   3号ポンプ分解

会

整備　 　　ポンプ盤ほ

計

か更新 （Ｒ6繰越分）

排

（Ｒ3繰越分） ・浜田

水

第一排水機場　 ・湯揚

機

排水機　ポンプ盤更新

場

・高須排水機場
・天王

改

、高松排水機場    

修

 空気圧縮機ほか更新

事

　　受電設備更新
　　

業

ポンプ盤更新ほか ・三

担

ツ又排水機  水位計

当

更新
・北浦排水機場 

課

 電動機更新

　高松排

雨

水機場他3施設の設備

水

を更新したことにより

対

、安定した排水機能の

策

確保を図った。

成果

　

課

施設の老朽化に伴い、

款

工事費の平準化及び更

項

新計画の検討が必要で

目

ある。

課題

指標名称（

担

単位）
実績値 目標値

４

当

年度 ５年度 ６年度 ７年

係

度 ９年度

活動 改修ポン

施

プ数（基） 1 1 - - 2

設

指標
活動 改修排水機場

管

数（箇所） 3 4 2 2 2

理

指標
　「排水機場維持

係

管理計画」に基づき、

8

近隣市と同等の経過年

3

数15年を目処に実施

2

している。
他市との
比較検証



業費（①＋②） 30,764 5,995 5,807 6,681

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

７

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市基盤

基本施策 治水・

令

水辺環境
施策体系

施策

和

の内容 雨水対策（内水

６

対策）

目
　
　
　
的

　雨

年

水管の管理を適正に行

度

い、雨水排水機能

主
た

評

る
内
容

　雨水管の修繕

価

及び清掃を行う。
の保

）

全を図る。

位
置
づ
け

関

刈

連計画

根拠法令 下水道

谷

法

対象者 市民 事業期間

市

～

実施方法 □直営　■

事

委託　□指定管理　□

務

補助・助成　□その他

事業評価シート （様

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

式

績

４年度実績 ５年度実

１

績 ６年度実績 ７年度計

）

画

・雨水管修繕　1箇

会

所 ・雨水管調査　1箇

計

所 ・雨水管調査　1

名

箇所 ・雨水管調査
・雨

担

水管移設工事　58ｍ

当

・雨水管修繕　1箇所

部

・雨水管清掃　1箇所

水

・雨水管清掃
・雨水管

資

修繕　3箇所 ・雨水管

源

修繕

　雨水管渠内の調

部

査や破損箇所の修繕を

一

適切に行った。

成果

　

般

施設の老朽化に伴い補

会

修費が増加するため、

計

計画的に工事を行う必

雨

要がある。

課題

指標名

水

称（単位）
実績値 目標

管

値

４年度 ５年度 ６年度

管

７年度 ９年度

指標

指標

理

他市との
比較検証

事業
担当課 雨水対

Ｃ

策

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

課

単位：千円
４年度 ５年

款

度 ６年度 ７年度 ６年度

項

（決算） （決算） （決

目

算） （予算） 事業費内

担

訳

事業費　① 27,1

当

88 1,276 1,5

係

86 1,660 合計 1

工

,585,620 円

務

需用費 936,100

係

 円

財
　
源

特定財源 0

8

0 0 0 役務費 11,5

5

20 円
委託料 638

1

,000 円

一般財源 27,188 1,276 1,586 1,660

職員人件費　② 3,576 4,719 4,221 5,021

総事



事請負費 1,078,000 円

一般財源 3,014 6,551 3,766 2,736

職員人件費　② 1,054 921 1,115 1,053

総事業費（①＋②） 4,068 7,472 4,881 3,789

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ６年度特定財源名称

６年度までの累積事業費 0

８年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和７

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市基盤

基本

令

施策 治水・水辺環境
施

和

策体系
施策の内容 河川

６

施設等の改修

目
　
　
　

年

的

　雨量観測システム

度

の安定的な運用を図り

評

、

主
た
る
内
容

　雨量観

価

測システム保守管理
リ

）

アルタイムの気象情報

刈

を広く市民に公開す
る

谷

。

位
置
づ
け

関連計画

根

市

拠法令

対象者 市民 事業

事

期間 平成２５年度 ～

実

務

施方法 □直営　■委託

事

　□指定管理　□補助

業

・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

４

）

年度実績 ５年度実績 ６

会

年度実績 ７年度計画

・

計

雨量計他機器保守管理

名

委託 ・雨量計他機器保

担

守管理委託 ・雨量計他

当

機器保守管理委託 ・雨

部

量計他機器保守管理委

水

託
・雨量観測システム

資

保守管理 ・雨量観測シ

源

ステム保守管理 ・雨量

部

観測システム保守管理

一

・雨量観測システム保

般

守管理
　委託 　委託 　

会

委託 　委託
・無停電電

計

源装置更新工事 ・雨量

雨

計更新工事（北部市民

量

・雨量計更新工事（小

観

山排水
　センター、小

測

垣江市民セン 　機場、

シ

東刈谷市民センター
　

ス

ター） 　）

　降雨量等

テ

の情報を市民に周知す

ム

ることができた。

成果

管

課題

指標名称（単位）

理

実績値 目標値

４年度 ５

事

年度 ６年度 ７年度 ９年

業

度

指標

指標

他市との
比

担

較検証

当課 雨水対策課

款

Ｃ
　
事
　
業
　

項

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

目

４年度 ５年度 ６年度 ７

担

年度 ６年度

（決算） （

当

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　

工

① 3,014 6,55

務

1 3,766 2,73

係

6 合計 3,766,4

9

00 円
委託料 2,6

1

88,400 円

財
　

4

源

特定財源 0 0 0 0 工


